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マイナンバー制度開始に向けた対応について 

 

平成２８年１月より、社会保障・税務分野において、マイナンバー（個人番号）の利用が開始されました。 

雇用保険関係事務と税務関係事務（税務署、都道府県・市区町村管轄事務）において運用が開始され、

当事務所及び当事務組合（以下、当事務所等という。）の受託サービス（保険手続き業務および給与計算

業務）におきまして、顧問先事業所様より、従業員の方々のマイナンバーをご提供いただいております。 

当該業務を外部に委託する場合、マイナンバー法では、委託者は特定個人情報の安全管理が図られ

るよう、委託先に対して、必要かつ適切な監督を行わなければならないとしております。顧問先事業所の皆

様に安心して、当事務所等に業務を委託していただくために、下記のとおり体制を構築しサービスをご提

供いたします。 

 

記 

 

【マイナンバーの利用・保管について】  

 マイナンバーは、法令で定められた目的以外の利用は禁止されていることから、当事務所等では、受託

業務における利用目的が発生する都度、従業員の方のマイナンバーをご提供いただき、必要な業務に利

用いたします。 

 ただし、一度ご提供いただいたマイナンバーは、当事務所等で導入する専用保管システム「マイナンバ

ーロッカーシステム」内に限り、従業員の方が退職するまでの間、セキュアな環境下（暗号化、ログ監視）で、

保管させていただきますので、マイナンバーに変更がない限り、再度、ご提供いただく必要はございませ

ん。 

(専用保管システムについては、セキュリティ体制の⑧をご参照ください。)  

  尚、従業員の方々のマイナンバー取得に際しての本人確認および保管につきましては、各事業所様

にて行っていただくことを基本とさせていただきます。 

 

 

 【セキュリティ体制】 

①  ＳＲＰⅡ（社会保険労務士個人情報保護事務所） 認証番号1602997 

※ＳＲＰⅡマークは、厚生労働大臣の認可設立されている全国社会保険労務士会連合会（法二十五条の

三十四）の認証制度に基づくものです。 

社会保険労務士は、社会保険労務士法第二十一条、及び第二十七条の二で守秘義務が課せられていま

す。 

 



②  入退室管理 

管理区域に、職員以外の者の入退室を制限しております。 

来客者については入退室状況を逐次記録し、管理区域とは別棟にて応対させていただき、常時入退出を

管理し機密性を確保しております。 

 

③ 他媒体への書込み制限、不正コピーによる内部からの情報漏洩防止 

個人情報の不正な持ち出し防止のため、リムーバブルディスク等への書込みおよび持ち出しを規制してお

ります。 

書込み制限管理を徹底することにより、不当な情報の持ち出しを防止しております。 

 

④ サーバ・ルームの確保、バックアップ体制の構築 

個人情報等の重要データを保護するため、入室権限を有するセキュリティ対策を施した別棟を設けてお

り、個人情報等の重要データの維持・管理を徹底しております。 

また、バックアップ・サーバを所外に設けております。 

 

⑤ PCのセキュリティ強化、基幹サーバへのアクセスログ監視 

各個人のPC 単位にログイン名・パスワードを設定しており、離席時にはPC 操作をパスワードロックさせ、

本人以外の表示の盗視および使用を防止しております。 

また、アクセスできるお客様情報やプログラムメニューをログインID 毎で制限し、誰が、どのような処理をお

こなったかを管理しております。 

 

⑥ 紙媒体の削減による情報漏洩の抑制 

紙媒体への情報出力を出来る限り削減に努め、電子データ化を推進しております。また電子申請にも積

極的に取り組み、それらによって、紙媒体特有の放置、紛失、持ち出し等による情報漏洩リスクを削減して

おります。 

 

⑦ セキュリティ度の高いファイル交換サービスの採用 

株式会社ジャストシステムが提供するファイル交換サービス「InternetDisk ASP」を採用 

し、お客様との個人情報等のファイルの受け渡しを、高いセキュリティの環境下で行っております。 

 

⑧ マイナンバー専用管理システムの導入 

株式会社三菱電機ビジネスシステムが提供する「マイナンバーロッカーシステム」を導入し、セキュアな環

境下（暗号化、ログ監視）でマイナンバーを完全に独立させた形で「取得、利用、保管、廃棄」のライフサイ

クルに則った管理を行います。 

 

⑨ 内部監査・教育等の実施 

個人情報保護の観点から、個人情報管理責任者等による個人情報の取扱いや保管状況等の確認、およ

び当事務所等職員への教育を実施し、監査体制を構築し、より厳格な監査基準のもと業務を進めてまいり

ます。 

以上 

平成２７年１０月０１日制定 

令和０８年０４月０１日改訂 


